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研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：教育学・教育社会学 
キーワード：国際教育協力、国際教育交流、国際教育連携、国際関係論、教育援助 
 
１．研究計画の概要 
本研究の目的は、多様な展開を見せる国際

的な教育活動（援助・交流・連携）の全体像
を把握したうえで、国際機関や各国政府の国
際教育政策・戦略を、多様な指向性の観点か
ら分析し、国民国家や国益を基とする教育観
と、グローバルな教育開発の成果や国際社会
への公共財の提供を志向する教育観の均衡
点を見出すための政策分析のフレームワー
クを提示することである。その際、これまで
の教育政策の分析では使われてこなかった、
国際政治学や国際経済学の理論的な蓄積を
分析のツールとして応用し、学際的ながら社
会科学の一分野としての「国際教育政策学」
の構築を目標とする。 
 このような目標のため、国内における国際
教育政策分野の指導的な若手・中堅研究者の
分担者・連携研究者として組織するだけでは
なく、海外の共同研究者や、国内外の国際教
育協力に関わる政府機関や国際機関とも連
携して研究を進めることを本プロジェクト
の特色とする。 
 
２．研究の進捗状況 
初年度開催した研究実施体制構築セミナ

ーによって、以下の活動を計画し、実施して
きた。 
（１）日本の教育援助政治経済学的研究の実
施し、その成果を 2007年 1月に開催された
アジア比較教育学会（国際学会）で 3つのパ
ネルを組織し、研究発表した。この成果につ
いては、現在 Teachers College Pressからの
出版に向けて協議中。 
（２）グローバルレベルの国際教育政策に携
わる機関（世界銀行、ユネスコ、ユニセフ等）、

アジアにおけるリージョナルレベルの国際
教育政策に携わる機関（アジア開発銀行、
ASEAN、東南アジア文部大臣機構等）、アフ
リカにおけるリージョナルレベルの国際教
育政策に携わる機関（アフリカ連合、FAWE
等）をそれぞれ訪問調査した。以上の現地調
査の中間的な研究成果を日本比較教育学会
や北米比較国際教育学会（CIES）、オックス
フォード国際教育開発会議等の場で毎年セ
ッションを組織し、発表した。 
（３）2008年 1月に早稲田大学において、「ア
ジア国際高等教育シンポジウム」を東南アジ
ア文部大臣機構やASEAN大学ネットワーク
と協力しながら開催、2008年 12月にも再び
早稲田大学に北京大学国際高等教育センタ
ーや東南アジア文部大臣機構から代表者を
招へいし、リージョナルなレベルでの国際教
育政策プロセスについて議論した。この成果
は（２）の成果と併せて、出版を模索中。 
（４）2008 年 2 月に早稲田大学に世界銀行
ファストトラックイニシアチブ（FTI）事務
局長 Desmond Bermingham氏を招き、国際
教育政策専門家会合を実施。併せて 2008 年
4月 FTI国際会議（東京）において「持続可
能な EFA に関する国際シンポジウム」を、
世界銀行、ユネスコ、ユニセフの代表者の協
力を得て、外務省・広島大学教育開発国際協
力研究センターと本研究プロジェクトが共
催した。この成果については、『国際教育協
力論集』に特集号として掲載された。 
（５）ユネスコ国際教育計画研究所の
『Fundamentals of Educational Planning』
から 12 冊を選定・翻訳し、解説を付して出
版する計画が進行している。翻訳は完了し、
現在ユネスコとの版権交渉の最終段階であ
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る。東信堂から出版予定。 
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
本研究プロジェクトには「国際教育政策学の
構築を目指して」という副題をつけており、
初年度に計画した研究活動は若干欲張りす
ぎたものであった。しかし、グローバルなレ
ベルでは 2008 年にアフリカ開発会議や G8サ
ミットが日本で開催されたことから、外務省
や国際協力機構でも国際教育分野での政策
的協議が進展し知的インプットが求められ
る中、ユネスコなどの国際機関も含め本研究
プロジェクトへの協力が得られやすかった
こと、リージョナルなレベルでは特に東南ア
ジア文部大臣機構との連携が契機となり他
の機関での関係構築・情報収集ができたこと、
早稲田大学のグローバル COE「アジア地域統
合のための世界的人材育成拠点」との連携が
取れたことなどの好要因が重なり、本研究は
順調に進んでいると言える。ただし、既存の
国際教育政策学のスタンダードを示すため
に、初年度に開始したユネスコ国際教育計画
研究所出版物の翻訳出版において、版権交渉
に予想以上の時間がかかり、その出版が 4年
度目までずれ込んでしまったことのみが、想
定外の事態であった。 
 
４．今後の研究の推進方策 
今後は、グローバルなレベルとリージョナル
なレベルの国際教育政策決定過程を、ナショ
ナルな教育政策決定過程と対比させながら、
政治学的・経済学的な観点から論考を進め、
最終的には国際教育政策における独自の理
論構築・学術的な分析フレームワークの提示
につなげたい。そのため、総括春から夏にか
けて海外ミッションを、10月に総括シンポジ
ウムの開催を計画している。また、研究成果
の発表・発信のため、6 月の日本比較教育学
会（東京）を皮切りに、9 月のオックスフォ
ード国際教育開発会議、来年 2月の北米比較
国際教育学会（シカゴ）、そしてプロジェク
ト終了後の来年 6月に世界比較教育学会連合
世界大会（イスタンブール）で予定している。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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